





































































































































































































①セプンイレブン イトーヨーカ堂 1，194，913 10．4 5，058 9．3
②ローソン／サンチェーン ダイエー 666，400 11．3 4，448 9．3
③ファミリーマート 西友 413，939 9．9 2，311 10．6
④草ζ手ζ茎7で＿ストア 山崎製パン 321，950 9．9 2，427 6．6
⑤サークルK ユニー 193，599 一 1，255 一
⑥サンクス 長崎屋 137，900 21．2 804 17．5
⑦コミュニティストア 国分 84，520 4．2 575 4．2
⑧モンマート 独立系 74，718 6．1 442 3．3
⑨ミニストップ ジヤスコ 74，279 12．0 440 15．5
⑩HOT　SPAR カスミ 69，980 2．7 517 5．5
上位10社合計 3，232，198 9．7 18，277 9．1





































































































































































































































































































セプン・イレブン　（30） 24，820 68 827 22，667
ファミリーマート　（30） 18，980 52 633 17，333










































































































































































































































総　　費　　用 327，190．1 247，820．4 79，369．7
限　界　利　益 80，679．6
純　　利　　益 1，309．9
＿247，820．4千円　　　　　　　　＝0．7544v； R28，500千円
m1－0．7544＝O．2456
　　　S－79・ll嶽円一323，・66．・千円
　以上の計算から損益分岐点の売上高は323，166。5千円となる。すなわち、現状の売上高（328，500
千円）に対して1．624％（5，333．5千円）ダウンしても赤字にならないことを示している。この数値
からみると安全余裕額は5，333．5千円と過ノ』・であり、安全余裕率は1．624％と非常に低い数値となる。
このような損益分岐点から分析すると、事業の経営状態は一般的にみると危険ゾーンにあるという
ことができる。
　　　安全余裕額＝売上高一損益分岐点
　　　5，333．5千円＝328，500千円一323，166．5千円
　　　安全余縫売上高禿墾藷分alEpt．・1・・
　　　・・624％－328・5°°認認響6・5千円・…
　3．資金回収期間法
　資金回収の所要期間を計算する方法である。設備投資に必要な資金に対して、その投資から得ら
れる現金流入額（キャッシュ・フロー）で回収できる期間（年数）を計算するもので、回収期間が
短いほど有利である4｝。
P：資金回収期間　N：年間経常利益　1：設備投資額　T：年間税金　0：年間現金流入額
D：年間減価償却費　Y：償却期間
一271一
D　＝1×90％÷Y
・一
T＝1×80％x17／1000
0＝N－T十D
※1：90％は、設備投資における最終残存価額を10％としてみている。
※2：80％は、設備投資額の評価額。
※3：17／1000は、固定資産税14／1000と都市計画税3／1000の合計。
　　　　　　DI＝（34，000千円×60％）×90％÷10年＝1，836千円
　　　　　　D2＝（34，000千円×40％）×90％÷15年＝816千円
　　　　　　D＝1，836千円十816千円＝2，652千円
　　　　　　T－34，…千円…％・品一462・・千円
　　　　　　O＝1，309，9千円一462．4千円十2，652千円＝3，499．5千円
　　　　　　・一藩羅一…年
　以上の計算から資金回収期間は、年間経常利益が1，309．9千円あったと仮定すると約10年程度で回
収できるが、資金回収期間としては事業規模からみて、多少長すぎる感があるといえる。
　4．事業の可能性
　企業は、現存事業を支えている資金力、運営力、独自の戦略等の諸要素を見極めて、その中から
新規事業の方向を見つけ出すことは優しいことではない。不景気の状況においては、地価、建物、
建築費、什器備品費等が下がり、そのため投資コスト、ランニングコストが低くなる。すなわち、
初期投資コストが低いということは、景気が回復してきた時には利益がでてくることになる。
　本論のケーススタディーにおいて、損益分岐点売上高は323，166．5千円となるが、純利益は1，309．9
千円、売上高対純利益率は0．399％であり、事業の数値としてみた場合には収益性が低いといえる。
　たとえば、このケーススタディーの数値目標を売上高対純利益率で2．00％、純利益で6，570千円と
仮定した場合を考えてみる。
　一定の純利益額をあげるために必要な売上高の金額を求める算定式は、次の式をもちいることに
する5）。
　　　　　　・一署一F吉P
　　　　　　349，917．3千円一79・369・7言i癬・57°千円
一　272一
　計算した結果、必要売上高は349，917．3千円となる。これを当初計画である1日1坪当たり売上高
15，000円、日額売上高900千円と比較してみることにする。必要売上高の数値では、1日1坪当たり
売上高15，978円で、日額売上高958．7千円となる。すなわち、1日1坪当たり売上高978円、日額売
上高58．7千円の増額となり6。5％アップとなる。このアップした1B1坪当たり売上高15，978円の数
値は、セプン・イレブンの70，5％、生活彩家大手町店の79．9％、ファミリーマートの92．2％、ロー
ソンの95．9％にあたる。このように、1日1坪当たり売上高を比較してみてもまだ売場効率は低い
が、努力しだいでは実現可能な数値の環境にあり、決して難しいことではないといえる。また、資
金回収期間は、当初計画の約10年程度から約4年程度となり、回収期間が約6年程度短縮される見
込みとなる。
　5．まとめ
　CVSは、立地条件、労働事情、法的規制等から、大規模小売店では応じることが困難であり、近
隣性、長時間営業そして少ない従業員で経営する小規模小売店でなければ提供できない便利さであ
る。しかし、CVSは、単なる小規模小売店ではなく、大規模小売店が導入して成功している近代化・
合理的な経営管理や経営システムを積極的に導入し、規模の利益や省力化を実現している6）。そし
て、近くて気楽に買える便利さに加えて、商品を安価で買え、さらにはサービス機能を備えた多く
の便利性を提供するものでなくてはならない。新しい小売業態として小が大を兼ねた店質と特色を
しっかりと把握した店舗経営でなければ、中途半端な存在となり消費者の支持が受けられなくなっ
てしまうη。
　ところで、新市場創造に成功した企業の事例をみると、消費者の新しい便益に対する潜在的欲求
を競争企業よりいち早く読み取り、企業の独自技術の蓄積に基づいて事業化をおこなっている。そ
して、企業から事業化に至るまでの過程が、明確な開発指針や評価基準に基づいて、効率的かつ迅
速に進められている8）。これからの新規事業への挑戦は、その企業の取り巻く環境の中において、手
薄だった分野へ小資本で、機動1生、小回り性、創造性を活かし、小さな利益の積み重ねの一歩一歩
がより企業にとって重要になってくる。数々の試みにもかかわらず依然として業績が停滞している
百貨店にとって、CVSに対する新規事業は、現段階で蓄積されている経験をもとに百貨店のもつ商
品力、運営形態を生かし、そのコンセプトしだいでは業績回復の1つのチャンスとして捉えること
ができる。このため、標的市揚の選択と経営資源との双方の観点から十分な検討が望まれる。
（注）
1）坪田次雄稿「新規開業と業態転換の留意点」、橋本哲郎編著者『コンビニエンス・ストア経営のすべて』経営情報
　出版社、1995年、275ページ参照。
2）柴野直一著者『やさしい経営分析』中央経済社、1978年、143～144ページ参照。
3）前掲『やさしい経営分析』145ページ参照。
4）西澤脩著者「財務管理i産業能率短期大学通信教育部、1982年、96～97ページ参照。
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5）前掲「財務管理1139ページ参照。
6）百瀬恵夫著者「コンビニエンスストア』日本経済新聞社、1983年、200～201ページ参照。
7）前掲「コンビニエンスストア」201ページ。
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